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浄水処理装置・施設のニーズ
― 人口減少下における上水道システムを支える技術 ―

京都大学大学院工学研究科教授 伊　藤　禎　彦

１.はじめに

わが国の上水道は成熟した社会インフ
ラであるが、現在、以下に示すような重要
かつ喫緊な課題をいくつも抱えている１，２）。
①人口減少と水需要の減少
②施設の更新需要の急増と投資額の
減少

③管路の老朽化の進行
④耐震化の遅れ
⑤事業経営と水道料金の設定水準上の
問題

⑥職員数減少と技術継承の困難さ
こうした中、2018 年 12 月、改正水道

法３）が成立し、2019 年 10 月に施行さ
れることになっている。この法改正の
もっとも重要な点は、法律の目的を水道
の「計画的な整備」から「基盤強化」に
変更したことである。すなわち、上述し
た深刻な課題を抱え、特に中小規模の水
道事業体にあっては、上記課題を克服す
るのが困難であるばかりか、将来にわた
る事業継続自体が困難なケースも出つつ
あるのである。「基盤強化」に資するた
めに改正法に盛り込まれた主な項目を以
下に示す。

①関係者の責務の明確化
②広域連携の推進
③適切な資産管理の推進
④官民連携の推進
⑤指定給水装置工事事業者制度の改善
さて、法律の目的が「基盤強化」になっ

たわけだが、実質的な「強化」を実現す
るためには、法律に記載された観点以外
にも、さまざまな側面から取り組んでい
かなければならない。その一つに技術的
な側面があげられる。これから真に必要
な技術は何だろうか、と常に自問するこ
とが大切と考える。本稿では、浄水処理
装置・施設に焦点を当て、いくつかの視
点から、将来へ向けた課題やニーズにつ
いて論じてみたい。

２.極小規模浄水処理装置

写真－１は、近畿地方Ｓ町のある地区
における取水施設と浄水処理施設の様子
である。左に見えるのが浄水処理施設で
あり、建物の左半分は配水池になってい
る。この地区の給水人口は次第に減少し、
現在 10 人程度という。浄水場内に設置
されていた急速ろ過施設が老朽化したこ
とから、精密ろ過膜（MF）が新規に導入

された（写真－２）。設置された膜モ
ジュールは１本だけであるが、その浄水
能力は 50㎥ / 日となっている。生活用
水の原単位を 250ℓ / 人 / 日とすると、
それは 200 人分をまかなえることにな
る。もちろんこの地区も、お盆や正月に
は人口が何倍かになるだろう。ただそれ
でも、導入された装置が過大設備である
ことは明らかである。
現在、膜モジュールで 50㎥ / 日より

小さいものとしては 20～ 25㎥ /日程度
のものは存在するが、それ以下のものを
見出すことはむつかしい。以上より、今
後求められる浄水処理施設とは、
・極小規模膜ろ過装置、極小規模急速
ろ過装置、極小規模緩速ろ過装置

・規模の例：10㎥/日以下。数～１㎥/
日程度。

現在および将来にわたって、少人数集
落向けの小規模な浄水処理装置が多数必
要なのである。また、ここに記したよう
に、それらの極小規模の浄水処理装置は
膜ろ過に限ることなく、急速ろ過装置で
あっても緩速ろ過装置であってもよい。

写真－１　小規模水道施設の例（近畿地方Ｓ町） 写真－２　新設された膜ろ過装置
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３.長寿命化と短命化

上水道施設に限らず、人口減少社会に
おける社会インフラ整備の考え方が提示
されてきている。これまで各種インフラ
は、長寿命化、恒久化といった固い（長
期利用可能な）整備が推進されてきたと
いえる。水道施設・設備も、これまでは
頑健で長持ちするものをつくることに尽
力してきたと考えることができる。これ
に対して、縮小局面では、インフラをモ
ジュール化することによって、寿命その
ものを短命化（もしくは長寿命化と短命
化の組み合わせ）するというコンセプト
が必要となるだろう４）。そうすることで、
当該地域における将来の需要変化や、場
合によっては撤退にも対応可能とするの
である。
以上より、例えば膜ろ過装置に関する

ニーズとして以下を提示できる。
・例：10年間だけ使用可能な膜ろ過装
置（薬品洗浄なし）

山あいの小規模な水道施設では、水道
原水が清澄である場合も多い。そのよう
なケースでは、ろ過を何年も継続し、使
用期間中薬品洗浄を行わないことも考え
られる。一方、制度・しくみという観点
からは、今後は、とりあえず 10 年程度
もてば良い施設・設備を設計したり導入
しても良いというコンセプトも必要にな
るのではないか。

４.水質基準の緩和措置また
は柔軟な運用と浄水処理
装置

現在のわが国の水道水質基準の体系は
以下に示す通りである。
①水質基準：51項目
②水質管理目標設定項目：26項目
（農薬類については、総農薬方式とし
て目標値が定められている118項目
を含む）

③要検討項目：47項目
このうち法律によって遵守が義務付け

られているのは水質基準 51項目である。
なお、水質基準は逐次改正方式が採られ
ているので、最新の情報は厚生労働省の
ホームページを参照されたい。
水質基準はもちろん水質項目と濃度が

第一要件である。ただ、それだけではな
く、以下に示すいくつかの要件がある５）。
①まず、検査頻度が規定されている。
すなわち、項目によって、毎日、毎
月、年４回、年１回、３年に１回と

いった頻度で検査することが求めら
れる。

②採水地点および地点数を確保するこ
とが求められている。原則として、
配水系統ごとに１地点以上を選定す
ることとなっている。

③さらに、検査方法も任意のものでは
なく、公定検査法によらなければな
らないこととされている。

水質基準とはこれらがセットになった
ものなのである。
しかしながら、実際には、これらの要

件を満たしつつ水質基準を遵守すること
が困難な地域や水道施設が見受けられる。
水質基準に限らないが、社会的に実施困
難なことを押し付けると、結局どこかに
ひずみが生じてしまうものである。水質
管理の実情を踏まえて、水道事業体の方
からは、項目の絞込みや基準値の数値そ
のものを緩和してもよいのではないかと
の声も聞かれる。実際、諸外国では、給
水人口の規模によって異なる水質基準を
定めているケースがみられる。しかし、
そこへ行き着く前段階でも、以下に示す
ような案をいくつか考えることができる。
ひとつは、上記のように求められてい

る検査頻度を緩和することである。また、
検査検体数を低減することも考えられる。
例えば、検体を集約した混合検体の検査
も可とすることなどである。これは、試
料水を混ぜて、その混合試料水の水質を
確認できれば可とするという意味である。
実際、米国では、５事業体までの集約を
認めているケースがある６）。ところで、
基準値とは、瞬間的にもそれを超えては
ならないものとされる。これに対して、
例えば、測定数の 90％が基準値を超え
なければよいなど、水質判定を緩和する
措置も考えられる。この考え方は、海外
で、特に微生物に対する水質判定でしば
しば採用されている。
水質基準の緩和措置または柔軟な運用

について述べたが、これらは水道事業体
や国としての制度上、簡単には実施でき
ないことも予想される。ここで水質基準
とは、あくまで安全かつ必要な性状を備
えた水を供給するための手段なのであっ
て、それを遵守すること自体が目的なの
ではない。この観点からすると、水質の
管理実態が少々甘くなっていたとしても、
実際上安全な水が届けられていれば良い
と考えることができる。つまり、代替案
としては、性能が保証された浄水処理プ
ロセスを導入することが考えられる。

この場合、水の衛生状態（微生物的安
全性）を優先させるのが基本となる７）。
このため、水源については、沢水など汚
染を受ける可能性がある表流水から、汚
染を受けにくい地下水に変更するなど、
再選定が必要な場合もあるだろう。導入
する浄水処理プロセスは、もちろん原水
の種類や特性に対応させたものである必
要がある。
現状の例をひとつ示そう。著者らが中

部地方Ｈ市内にある３箇所の飲料水供給
施設（給水人口 100 人以下の施設。水道
法の適用を受けず、したがって水質測定
の義務もない）を調査したところ、浄水
処理設備の濁度除去率は98％、71％、０％
と大きな違いが認められたのである。除
去率０％であった施設は、簡易型緩速ろ
過装置であるが、砂面上の水層に塩素を
注入してしまっているため、砂ろ過層と
しての除去機構が働いていないもので
あった。このような実情を鑑みると、公
的な機関が指定または承認し性能保証し
た浄水処理プロセスの整備と導入が求め
られるといえるだろう。

５.水道料金の上昇と浄水処
理装置

すでに出来上がった水道施設を、今後
は少ない人口で支えていく必要があるこ
と、老朽化施設の更新や耐震化にも経費
がかかることなどから、今後水道料金は
上昇していかざるをえない。㈱日本政策
投資銀行が 2017 年に発表した資料８）に
よれば、今後 30 年間に全国平均で
63.4％もの値上げが必要になるとして
いる。すでに、水道料金が近い将来２～
３倍に上昇すると予測している水道事業
体もある。別のレポート９）によれば、
2040 年までに全国の約 90％の事業体で
料金値上げの可能性があり、その値上げ
率は平均で 36％であるという。また、
小規模事業体ほど値上げ率は高い傾向に
ある。一方、料金上昇に対する利用者の
許容範囲は７～ 13％であり、むしろ値
下げすべきとの声も多く、水道事業の実
態とは乖離していると指摘されている。
値上げにあたっての水道事業体の一般

的な立場とは、「水道料金の値上げは、
アセットマネジメントに基づいた将来必
要なものなので、どうかわかってくださ
い」というものであろう。ただ、このよ
うな説得的コミュニケーションでは、
人々の態度や行動を変容させるのは困難
であることはすでに明らかにされている。
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情報公開やコミュニケーションにも、一
定の「手法」や「技術」があるのである 10）。
以上を背景として著者らは、「水道料

金に対する支払意思額を増大させるため
のコミュニケーション手法に関する研
究」に着手した。これは社会心理学的な
アプローチであって、「支払意思額」に
関する因果モデルを構築することを試み
る。「現在の料金レベルに対する評価」、
「水道事業の将来経営に関する認識」、「水
道事業に対する信頼度」、「水道水質に関
する満足度」、「情報公開などコミュニ
ケーションに対する評価」などの因子が
どのように関連し、「支払意思額」にい
かに寄与するかを探る。
これによって期待できる成果とは、「支

払意思額」を増大させるために必要な事
項について、半定量的な議論が可能とな
ることにある。例えば、支払意思額を増
大させるためにはどのボタンを押す（ど
の因子に働きかける）のが効果的かとい
う有効因子の特定、あるいは因子Ａの方
が因子Ｂよりも２倍程度重要といった因
子間の重要度の比較が可能になるだろう。
水道事業体が、お客様に対して、説得的
ではなく効果的にコミュニケーションを
実施する手法を提供できるものと考えて
いる。
ところで、わが国は、人口が急速に減少

していく世界最初の先進国と言われる 11）。
しかし歴史上、人口減少を経験した都市
や地域は世界各地に見られ、その代表例

として、1990 年の東西ドイツ統一後の
旧東ドイツがある。主要な原因は旧西ド
イツへの人口流出、出生率の低下、産業
構造の変化であった。人口減少等によっ
て水需要が少なくなった地域は「コール
ドスポット」と呼ばれ、そこでは上下水
道システムが過大設備となった。旧東ド
イツではこの経験を通じて、各種の問題
点が浮き彫りにされ、解決のための多方
面にわたる議論や数々の提案がなされて
きている 12）。
人口減少と水消費量の減少がおきると、

水道事業における収入は減少する。一方、
人口減少により、水道の固定費を少人数
の消費者で負担しなければならなくなり、
一人当たりのコストは上昇する。このた
め 1990 年代中頃より、ドイツ東部のほ
とんどの自治体で上下水道料金の値上げ
が行われた。この値上げは消費者にとっ
て大きな負担になり、その後、消費者は
節水や料金が安い地域への引っ越しを行
うことで支払額を減らそうと行動した。
この消費者の行動は更なる水消費量の減
少と人口減少につながり、それにより収
入が減少した水道事業者はさらなる値上
げを行うという悪循環が生じたのである。
度重なる値上げは水道事業に対する不信
感を喚起することとなり、デモや陳情、
料金の不払い運動などもみられ、政治問
題化することもあったようである。
図－１は、わが国で行われた、社会資

本管理水準の低下状況と引越意向の関係

性に関するアンケート結果を示したもの
である４）。注目されるのは、バス、鉄道
などの公共交通機関が廃止された場合に
引越すと回答した割合よりも、水道料金
が著しく上昇した場合に引越すと回答し
た割合の方がやや上回っていることであ
る。水道施設を含めた社会インフラの
サービス水準と市民負担の許容範囲に関
する議論が必要であるといえる。
実際、料金上昇はどこまで許容される

と考えればよいのだろうか？一例として、
米国ワシントン州では、地域における家
計所得中央値の 1.5％のレベルを水道料
金が適切かどうかの基準にした６）。そし
て、この水準を超えた場合には、水道事
業者はさらなる対策を立てなければなら
ないとされた。他に、料金水準の許容レ
ベルの設定例は、米国カリフォルニア州
にみられる 13）。そこでは、集中型の浄水
処理に代わって、使用場所設置型浄水装
置や建物入口設置型浄水装置の導入を検
討する際の判断基準の一つ（家計所得中
央値の 1.5％もしくは２％）として実際
に用いられている。もちろんこのような
許容水準は、水不足の程度、市民の料金
負担の意思の程度などの要因に応じて地
域ごとに異なるだろう。
日本の料金水準は、現在、平均で 0.8％

（ただし、諸外国とわが国を比較する際
には、下水道使用料を含んだ額であるか
どうかに注意が必要）である。先に水道
料金に対する支払意思額を増大させるた
めのコミュニケーション手法について述
べたが、その許容額について扱ったもの
ではない。わが国でも、このような観点
からの議論が進むことが期待される。
以上をふまえると、浄水処理装置につ

いては、今後以下に示す装置の社会的
ニーズが高まることが考えられる。
・使用場所設置型浄水装置
（POU；Point of Use）
・建物入口設置型浄水装置
（POE；Point of Entry）

６.配水管内環境に対しても
責任をもった浄水処理プ
ロセス

人口減少と水需要の減少によって、配
水管内での滞留時間が次第に増大してい
き、水道水質が劣化することが懸念され
ている。実際、配水する水道水の数十％
を放水している配水区域もある。そうし
ないと家庭にフレッシュな飲み水を届け
られないのである。かつ、（今後更新率

図－１　社会資本管理水準の低下状況と引越意向の関係性（抜粋）４）
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をアップさせる施策が展開されたとして
も）配水管の老朽化が進行していかざる
をえない現状にある。
このような状況下にあっても、市民が

望む水道水とは安全でおいしい水である。
老朽化が進んでいく配水系でこれを実現
するための各種技術の必要性が高まって
いるといえる。それらには、水質を劣化
させない配水管網の再構築、更新スピー
ドの改善、老朽配水管内の環境管理の高
度化、さらには管内環境の向上に寄与す
る浄水処理プロセスの開発などが含まれ
よう。上記のうち実際上核になるのは配
水管内環境の管理・制御である。その対
処方法を検討するにあたっては次に示す
３つの段階に分けると考えやすい。第１
段階：浄水処理における制御、第２段階：
配水管網における水理条件の管理・制御、
第３段階：配水管内環境が劣化した場合、
計画的な洗管。
以上の内容の詳細と、それに基づいた

研究展開例は別に本誌で論じた 14）。その
究極の目的は、浄水処理プロセスと配水
管内環境の管理 ･制御に関するトータル
ソリューションを導き出すことにあると
いってもよい。
表－１は、近畿地方の大規模浄水場を

とりあげ、送配水系へ流入する微粒子等
重量を推定した結果である。２つの浄水
場ともに、オゾン－粒状活性炭を含む高
度浄水処理プロセスを備えている。浄水
濁度を見るといずれも低く、浄水場とし
ては十分な処理が行われている。しかし、
浄水中浮遊物質の重量を実測し、浄水量
をかけ算すると、㎏ /日のオーダーとな
る。毎日これだけの量の固体が送配水系
に流入し、それが何十年も続くのである
から、無視できるかどうか即断できない。
特に今後、配水管における滞留時間が増
大し、配水管内環境が劣化する可能性が
あるのである。この観点から、今後は、
浄水場から流出する㎏ /日という指標で
水質を表示することを提案したい。
表－１のＢ浄水場では、粒状活性炭層

から漏出する不快生物や微粉炭の捕捉を
目的として、急速砂ろ過池を粒状活性炭
の後に置くことを決定している。なお、
これは現行プロセスの「凝集沈殿－急速
砂ろ過－オゾン－粒状活性炭」を「凝集
沈殿－オゾン－粒状活性炭－急速砂ろ
過」に変更するもので、新たにプロセス
を追加するのではない。著者らが調査し
たところ、これによって送配水系に流入
する重量は 20㎏ /日から 14㎏ /日に約

30％低減できると推定した（ただし実験
プラントでの評価）。
図－２は、近畿地方Ｋ市におけるある

配水区域における現行条件 (ベースケー
ス）での 20 年間の懸濁物質の蓄積量分
布を示したものである 15）。単位はｇ /㎡
であり、配水管内面の単位面積当りに蓄
積した懸濁物質等の重量を意味する。区
域全体での合計蓄積量は 9.90㎏、単位
内面積当たりの平均蓄積量は 0.55 ｇ /
㎡であった。
これに対して、上記３段階の制御法を

参考にして、表－２に示す３種類、計６
つのシナリオを設定した。図－３は、各
シナリオ間で単位内面積当たりの平均蓄
積量を比較したものである。浄水処理プ
ロセスを改善し浄水中懸濁物質濃度を
50％低減できたとすると（浄水シナリオ：
ケース１）、全ての配水管の口径を１段
階縮小した場合（縮径シナリオ：ケース
１）に匹敵する効果が見込めることがわ
かる。また、洗管を計画的に実施するこ
とにより、懸濁物質濃度を 20％低減し

た場合（浄水シナリオ：ケース２）や特
定の管路のみ１段階縮径した場合（縮径
シナリオ：ケース２，３）と同等の効果
が得られると指摘できる。
このような知見により、上記３段階の

中から、配水管内の環境管理からみて重
点的に管理・制御すべき事項・段階を抽
出できるとともに、各段階の位置づけや
役割について整理することができる。な
お、ここで対象としたのは都市域である
が、同様の検討は、人口密度が低く給水
人口が少ない飲料水供給施設でも行って
いる 16）。
以上をふまえた上で浄水処理プロセス

に焦点をあてると、今後は、配水管内環
境に対しても責任をもった浄水処理プロ
セスという観点も重要になるといえるだ
ろう。それは具体的には、送配水系に流
入する固相量（㎏ /日）を低減できる浄
水処理プロセスということになる。
先に、急速砂ろ過を後置することで懸

濁物質量を減らせる例を示したが、この
他に急速砂ろ過プロセスの範囲内で低減

図－２　配水区域における蓄積量分布の推定結果例

表－１　送配水系へ流入する微粒子等重量の推定例
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に寄与する方法としては、高塩基度 PAC
の使用、二段凝集、高分子凝集剤の使用
などが考えられる。これらは㎏ /日を何
割か削減することに寄与するだろう。こ
れに対して、精密ろ過膜（MF）や限外ろ
過膜（UF）を使用すれば一気に２オーダー
あるいはそれ以上の低減効果を見込むこ
とができる。ただ、これらの中間的な技
術が見当たらないのが現状である。すな
わち、配水管内環境の制御からみると、
今後ニーズがあると考えられる浄水処理
装置とは、
・急速砂ろ過よりも１オーダー程度だ
け濁度/微粒子除去能が優れた膜ろ
過装置

ということになる。
これまで膜ろ過に求められてきた技術

的要件とは、高フラックスを実現して効
率良く水を生産し、ファウリングを起こ
しにくく、さらに薬品洗浄によってろ過
能が速やかに回復することであったと考
えられる。しかし今後を見通したとき、
水はそんなに大量に生産する必要がなく、

また MFや UF ほど除濁性能が優れている
必要もない場合も数多いとみられる。本
稿で述べてきたことを総合すると、現在
の MF，UF を低機能化（膜ろ過法の多様
化と言い換えても良い）させた上で、10
年間程度使用可能な膜ろ過装置、しかも
極小規模の装置に社会的ニーズがあると
いえるのである。

７.おわりに

本稿は、水道事業の基盤強化の実質化
を念頭におきつつ、今後求められる浄水
処理装置・施設について論じた。もちろ
んこれらのみで、冒頭に記した困難な課
題を解決できるわけではないが、技術は、
抱えている課題を軽減・緩和するために
一定の役割を果たすことができるし、ま
たそうあらねばならない。人口減少社会
に対応した上水道システム構築に貢献で
きる技術開発を進めたいところである。
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